
小項目を追加表示 検索を容易にするため

第１節　一般事項 本文中、 本文中、

1-1-6　施工計画書 （1）～（11）　省略 （1）～（11）　省略
（12） 再生資源の利用と建設副産物の適正処理方法 （12） 再生資源の利用と建設副産物の適正処理方法

（13） その他 （13） 法定休日・所定休日（週休二日の導入） 愛知県標準仕様書改訂に準拠

（14） その他

1-8～9 1-1-20　建設副産物 本文中、 本文中、
1 　一般事項 1 　一般事項
2 　マニフェスト 2 　マニフェスト

3 　搬出伝票 3 　搬出伝票

4 　法令遵守 4 　法令遵守

愛知県標準仕様書改訂に準拠

5 計画書等の提出

5 計画書等の提出

（1） 再生資源利用計画書（実施書）　　　（様式１） （1） 再生資源利用計画書（実施書）　　　（様式１）

（2） 再生資源利用促進計画書（実施書）　（様式２） （2） 再生資源利用促進計画書（実施書）　（様式２）

（3） （3）

（4） 収集運搬、処理業者の許可証の写し （4）

（5） 廃棄物処理委託契約書の写し 

（6） 運搬ルート図 （5） 収集運搬、処理業者の許可証の写し 

（6） 廃棄物処理委託契約書の写し 

（7） 運搬ルート図

1-23 1-1-46　提出書類 本文中、 本文中、
1 　一般事項 1 　一般事項
2 　提出書類の変更 2 　提出書類の変更

3 3

4 　地質調査の電子成果品

　（省略）

4 　地質調査の電子成果品

　（省略）

目次

第１章　共通

1-3

あいち建設情報共有システム（ASP）を用いた納
品方法としたため

　請負者は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平
成１２年法律第１０４号）（以下「建設リサイクル法」とい
う。）、建設副産物適正処理推進要綱（国土交通事務次官通達、
平成１４年５月３０日）、再生資源の利用の促進について（建設
大臣官房技術審議官通達、平成３年１０月２５日）等を遵守し
て、建設副産物の適正な処理及び再生資源の活用を図らなければ
ならない。

　請負者は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（令
和６年改正法律第６８号）（以下「建設リサイクル法」とい
う。）、建設副産物適正処理推進要綱（国土交通事務次官通達、
平成１４年５月３０日）、再生資源の利用の促進について（建設
大臣官房技術審議官通達、平成３年１０月２５日）、建設発生土
（土砂）等の利用と処理に関する実施要領（以下、「建設発生土
等の実施要領」という。）等を遵守して、建設副産物の適正な処
理及び再生資源の活用を図らなければならない。

請負者は、次の（１）から（６）の計画書等を施工計画書に含
め、監督員に提出しなければならない。また、（１）、（２）の
実施書を、工事完了時に監督員に提出しなければならない。

請負者は、次の（１）から（７）の計画書等を施工計画書に含
め、監督員に提出しなければならない。また、（１）、（２）の
実施書を、工事完了時に監督員に提出しなければならない。

令和６年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表

頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

建設発生土受入地の関係法令に基づく許可証（民間受入地の場
合に限る。）の写し

再生資源利用促進計画の策定に伴う結果確認票（建設発生土等
の実施要領・様式４）

建設発生土受入地の関係法令に基づく許可証（民間受入地の場
合に限る。）の写し

　提出した書類に変更を生じたときは、速やかに変更した書類を
提出する。

　「電子メールを活用した情報共有実施要領」に基づき、一部に
ついて電子メールによる提出を認める。
　また、請負者からの発議により「事前協議チェックシート（工
事用）」を用いて受発注者間で合意された場合は、施工計画書等
の要領の対象外の書類についても電子メールでの提出を認める。

　提出した書類に変更を生じたときは、速やかに変更した書類を
提出する。

　「電子メールを活用した情報共有実施要領」に基づき、一部に
ついて電子メールによる提出を認める。
　また、請負者からの発議により「事前協議チェックシート（工
事用）」を用いて受発注者間で合意された場合は、施工計画書等
の要領の対象外の書類についても電子メールでの提出を認める。
　請負者は、提出書類の電子納品を行う場合、「豊田市電子納品
運用ガイドライン」及び「豊田市デジタル写真管理基準」に基づ
き、電子成果品の納品を行わなければならない。
　また、あいち建設情報共有システム（以下、「ASP」という。）
を用いた電子による書類提出については、「【内部資料（読替
版）】豊田市（愛知県）情報共有運用ガイドライン」及び「豊田
市発注工事における情報共有システム運用の手引き（案）」に基
づき行わなければならない。
　このとき、資料等（施工計画書に添付する承諾書、契約書、届
出書、許可書などを含む）はできる限り電子データ（PDF）又はス
キャン等により電子データ化されたものとすること。
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小項目を追加表示 検索を容易にするため目次

令和６年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表

頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

1-24 1-1-46　提出書類一覧表 表中、 表中、

☆契約時　　　　　建設リサイクル法まで省略 ☆契約時　　　　　建設リサイクル法まで省略

確認、提出方法の修正

1-24 1-1-46　提出書類一覧表 表中、 表中、

現場代理人、主任（監理）技術者 ☆着手時 ☆着手時

経歴書及び雇用確認資料

確認、提出方法の修正

1-25 1-1-46　提出書類一覧表 表中、 表中、

コリンズ ☆着手時　　　　　工程表まで省略 ☆着手時　　　　　工程表まで省略

登録内容確認システム利用促進のため

1-25 1-1-46　提出書類一覧表 表中、 表中、

建退共掛金収納書 ☆着手時　　　　　再生資源利用計画書ほか省略 ☆着手時　　　　　再生資源利用計画書ほか省略

現場代理人、主任（監理）技術者届

国土交通省通知による修正

第１章　共通
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小項目を追加表示 検索を容易にするため目次

令和６年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表

頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

1-25 1-1-46　提出書類一覧表 表中、 表中、

施工計画書 ☆着手時 ☆着手時

ASP利用に合わせた記載修正

1-25 1-1-46　提出書類一覧表 表中、 表中、

土地使用承諾書 ☆着手時　　　　　残土捨場承諾書（写）まで省略 ☆着手時　　　　　残土捨場承諾書（写）まで省略

承諾書の地目確認について明記

1-26 1-1-46　提出書類一覧表 表中、 表中、

工事材料の品質規格に関する資料 ☆着手時　　　　　溶接資格者証（写）まで省略 ☆着手時　　　　　溶接資格者証（写）まで省略

ASP利用に合わせた記載修正

1-26 1-1-46　提出書類一覧表 表中、 表中、

承認図 ☆着手時 ☆着手時

ASP利用に合わせた追記

1-27 1-1-46　提出書類一覧表 表中、 表中、

工事下請届、下請負一覧 ☆着手時 ☆着手時

工事下請負届の廃止のため

削除

第１章　共通
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小項目を追加表示 検索を容易にするため目次

令和６年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表

頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

1-27 1-1-46　提出書類一覧表 表中、 表中、

施工体制台帳等 ☆着手時 ☆着手時

再下請負通知がある場合の追記
ASP利用に合わせた追記

1-27 1-1-46　提出書類一覧表 表中、 表中、

変更施工計画書 ☆中間　　　　　承諾書まで省略 ☆中間　　　　　承諾書まで省略

工事打合簿

交通誘導警備員経歴書
ASP利用に合わせた記載修正

ASP利用に合わせた記載修正

指摘事項が多い項目について追記

1-29 1-1-46　提出書類一覧表 表中、 表中、

履行報告 ☆中間 ☆中間

登録内容確認システム利用促進のため

第１章　共通
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小項目を追加表示 検索を容易にするため目次

令和６年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表

頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

1-29 1-1-46　提出書類一覧表 表中、 表中、

コリンズ（変更時登録） ☆中間 ☆中間

愛知県標準仕様書に合わせた記載

1-30 1-1-46　提出書類一覧表 表中、 表中、

工事打合簿一覧表 ☆完成時 工事写真まで省略 ☆完成時 工事写真まで省略

提出方法について再確認

1-31 1-1-46　提出書類一覧表 表中、 表中、

搬入土量及び搬出土量伝票 ☆完成時 搬入土量及び搬出土量集計表まで省略 ☆完成時 搬入土量及び搬出土量集計表まで省略

建設工事から発生する土の搬出先の明確化

のため追加

1-31 1-1-46　提出書類一覧表 表中、 表中、

建設業退職金共済 ☆完成時 コリンズ（竣工時登録）まで省略 ☆完成時 コリンズ（竣工時登録）まで省略

請求書
払い出しがない場合の提出書類について明記

インボイス対応請求書提出の明記

第１章　共通
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小項目を追加表示 検索を容易にするため目次

令和６年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表

頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

1-32 1-1-51　現場代理人及び監理技術 本文中、 本文中、
者等 1-1-51　現場代理人及び監理技術者等（仕P1-46、必携2-11、6-73～75） 1-1-51　現場代理人及び監理技術者等（仕P1-46、必携2-11、6-73～75） 愛知県土木工事現場必携記載がなくなったため

1-40 1-1-56　現場代理人及び監理技術 本文中、 本文中、

者等の現場専任及び兼務について 1～5　省略 1～5　省略

6 主任技術者及び監理技術者等を兼務する場合の手続き 6 主任技術者及び監理技術者等を兼務する場合の手続き

（本文省略） （本文省略）

10km程度近接工事の判断適用について明記

1-41～42 1-1-61　発注者指定、もしくは請負 本文中、 本文中、

者の申出により実施する施策 1～3　省略 1～3　省略

4 建設現場の遠隔臨場 4 建設現場の遠隔臨場 試行要領から実施要領に変更されたため

請負者は、「豊田市上下水道局建設現場の遠隔臨場に関する試行要 請負者は、「豊田市上下水道局建設現場の遠隔臨場に関する実施要

領」の規定に従い、遠隔臨場の試行を、監督員と協議の上で実施す 領」の規定に従い、遠隔臨場の試行を、監督員と協議の上で実施す

ることができる。 ることができる。

5 アプリケーションの活用による業務改善 5 アプリケーションの活用による業務改善 試行要領から実施要領に変更されたため

請負者は、「アプリケーションを活用した現場施工管理（試行）実 請負者は、「アプリケーションを活用した現場施工管理（試行）実

施要領」規定に従い、アプリケーションを活用した現場の施工管理 施要領」規定に従い、アプリケーションを活用した現場の施工管理

の試行を、監督員と協議の上で実施することができる。 の試行を、監督員と協議の上で実施することができる。

1-43 第２節　再生資源等 本文中、 本文中、

1-2-3　建設発生土の処理 1 建設発生土の有効利用を図るため、原則として次の順位により処分 1 建設発生土の有効利用を図るため、原則として次の順位により処分 資源有効利用促進法の省令改正通知

する。 する。 に伴う追加

① 掘削土量の削減及び現場内利用を図る。 ① 掘削土量の削減及び現場内利用（当該現場での利用）を図る。

② 公共工事間流用を図る。 ② 公共工事間流用を（他工事への現場の利用）図る。

③ 土質改良土プラントへ搬入し、改良土として有効利用を図る。 ③ 国のストックヤード運営事業者に登録されたストックヤードへの

2 （省略） 搬出を計画する。

3 建設発生土は、設計図書で指定された場所、若しくは施工計画書によ ④ 愛知県の貯留土検索ファイルに登録された貯留指定地への搬出

り承諾された場所で処理する。残土処理承諾書には、捨場地主及び関 を計画する。

係者との間で事後の紛争をさけるため条件等を明記する。 ⑤ 土質改良土プラントへ搬入し、改良土として有効利用を図る。

（以降、省略） 2 （省略）

4 （省略） 3 建設発生土は、設計図書で指定された場所、若しくは施工計画書によ

り承諾された場所で処理する。土質改良プラント以外の民間土地利用

における残土処理承諾書には、捨場地主及び関係者との間で事後の紛

争をさけるため条件等を明記する。（以降、省略）

4 （省略）

第１章　共通
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小項目を追加表示 検索を容易にするため目次

令和６年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表

頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

1-54～57 第３節　建設業許可票等の掲示 図中、 図中、

1-3-2　その他標識 その他工事の現場ごとに掲示する標識を次に示す。 その他工事の現場ごとに掲示する標識を次に示す。

一括有期事業によらない場合の注意点

「建退共制度に関する掲示」　　省略 「建退共制度に関する掲示」　　省略

「建設リサイクル法通知済みのステッカー」　　省略 「建設リサイクル法通知済みのステッカー」　　省略

作業主任者専任なしの場合の注意点

新設 「再生資源利用促進計画書」

愛知県工事標準仕様書に新たに追加

「大気汚染防止法等に関する掲示」　　省略 「大気汚染防止法等に関する掲示」　　省略

第１章　共通
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小項目を追加表示 検索を容易にするため目次

令和６年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表

頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

1-57～58 1-3-2　その他標識 図中、 図中、

新設 「再生資源利用促進計画の作成に伴う確認結果票」
資源有効利用促進法の省令改正通知

に伴う追加

「標識設置例」 「標識設置例」

設置例の掲示例の明記

第１章　共通
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小項目を追加表示 検索を容易にするため目次

令和６年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表

頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

4-23 第９節　給水切替 本文中、 本文中、

4-9-1　施工一般 1～4　省略 1～4　省略

5 給水切替は、水道メーター、または第１乙止水栓（既設がある場 5 給水切替は、水道メーター、または第１乙止水栓（既設がある場 原則、水道メータまでの接続としたため

合）まで切替えることを原則とし、民地内の掘削に対する所有者 合）まで切替えることを原則とし、民地内の掘削に対する所有者

の承諾が得られないなどの理由で水道メーター、または第１乙止 の承諾が得られないなどの理由で水道メーター、または第１乙止

水栓まで切替えることができない場合は、監督員と事前に切替方 水栓まで切替えることができない場合は、監督員と事前に切替方

法について打合せ簿等により協議し、施工する。また、給水切替 法について打合せ簿等により協議し、施工する。また、給水切替

台帳に水道メーター、または第１乙止水栓まで切替できない理 台帳に水道メーター、または第１乙止水栓まで切替できない理

由を記載する。 （以降、省略） 由を記載する。 （以降、省略）

4-30 第１１節　管の表示 本文中、 本文中、

4-11-3　埋設標識シート 1～3　省略 1～3　省略

4 非鉄管に使用する埋設標識シートはアルミ製シングルを使用する。 4 非鉄管に使用する埋設標識シートはアルミ製シングルを使用する。 在庫終了時の使用停止について明記

（R1.10.1以降発注の旧豊田・藤岡地区以外の工事の場合） （R1.10.1以降発注の旧豊田・藤岡地区以外の工事の場合）ただし、

流通が終了（在庫終了）次第使用を廃止する。

4-31 4-11-4　オフセットマーカー 本文中、 本文中、
1～4　省略 1～4　省略

（新設） 5 非鉄管埋設では、（５０ｍ）ごとに設置する。 設置条件の追加

9-1 9-1-2　作成要領 本文中、 本文中、
出来形図及び周構図の種類を以下に示す。 出来形図及び周構図の種類を以下に示す。

また、各種図面の作成にあたっては、線種、線の太さ、線の濃淡、 また、各種図面の作成にあたっては、線種、線の太さ、線の濃淡、

記号の大きさ等に配慮し、必要な情報が読み取りやすい図面の作成 記号の大きさ等に配慮し、必要な情報が読み取りやすい図面の作成
を行うこと。 を行うこと。

1 出来形図朱里（変更設計図に出来がtが確認のため、出来形数量を 1 出来形図朱里（変更設計図に出来がtが確認のため、出来形数量を

赤書きしたもの） 赤書きしたもの）

①　位置図　　②平面図　　③縦断図（φ500㎜以上） ①　位置図　　②平面図　　③縦断図（φ500㎜以上）

④　横断図　　⑤構造図　　⑥舗装の切断延長と仮復旧面積展開図 ④　横断図　　⑤構造図　　 ⑥舗装の切断延長と仮復旧面積展開図 仮復旧展開図等の作成を不要としたため

⑦　舗装の切断延長と本復旧の面積展開図 ⑥　舗装の切断延長と本復旧の面積展開図

⑧　路面復旧の展開図　　⑨　仮設管平面図 ⑦　路面復旧の展開図　　⑧　仮設管平面図

⑩　転居間・残置管平面図　　⑪　その他構造物等必要な図面 ⑨　転居間・残置管平面図　　⑩　その他構造物等必要な図面

⑫　給水切替台帳　　⑬　水管橋及び添架工事・・・添架台帳 ⑪　給水切替台帳　　⑫　水管橋及び添架工事・・・添架台帳

9-2 9-1-4　平面図 本文中、 本文中、
1～10　省略 1～10　省略

11 測点を記入すること。 11 測点を記入すること。分岐路線の場合には、分岐点側を起点として 測点設定の注意点を追加

測点を設定すること。（分担金工事における新設路線の場合も含む）

9-2 9-1-5　縦断図（φ500㎜以上、ま 本文中、 本文中、

たは必要に応じて作成） 縦断曲線の起点、終点、半径および方向、測点、距離、地盤高、勾配、 縦断曲線の起点、終点、半径および方向、測点、距離、地盤高、勾配、

管中心高、管天端高、掘削深さ、土被り、地下埋設物等を記載するこ 管中心高、管天端高、掘削深さ、土被り、地下埋設物等を記載するこ

と。 と。
縦断図は、起工測量による詳細な測量結果に基づき記載すること。 縦断図の作成注意点を追加

（起工測量結果の報告が必要）

9-4 9-1-11　オフセット図 本文中、 本文中、

9-1-11　オフセット図 9-1-11　オフセット図　※竣工図のみ

1～4　省略 1～4　省略

9-4 9-1-15　舗装復旧図 本文中、 本文中、

9-1-15　舗装復旧図（仮復旧・本復旧） 9-1-15　舗装復旧図（仮復旧・本復旧） 仮復旧展開図等の作成を不要としたため

舗装復旧の位置、厚生、幅・・・（以降、省略） 舗装復旧の位置、厚生、幅・・・（以降、省略）

第４章　弁栓類、他
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小項目を追加表示 検索を容易にするため目次

令和６年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表

頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

9-6 第２節　施工計画書 本文中、 本文中、

9-2-2　記載項目 　施工計画書には次の項目を記載するものとし…（省略）…記載する。 　施工計画書には次の項目を記載するものとし…（省略）…記載する。

　ただし、請負者は当初請負代金額が4,000万円未満の工事及び単価契 　ただし、請負者は当初請負代金額が4,000万円未満の工事及び単価契

約工事については、…（省略）…（６）、（10）、（11）とする。 約工事については、…（省略）…（６）、（10）、（11）とする。
（１）実施工程表 （２）現場組織表 （３）安全管理 （１）実施工程表 （２）現場組織表 （３）安全管理

（４）指定機械及び主要機械 （５）主要資材 （４）指定機械及び主要機械 （５）主要資材

（６）施工方法（主要機械、仮設備計画、工事用地等を含む） （６）施工方法（主要機械、仮設備計画、工事用地等を含む）

　　　ただし、特殊な工法は省略不可 　　　ただし、特殊な工法、つり足場使用工事は省略不可 施工方法の省略不可工種の追加

（７）施工管理計画 （８）緊急時の体制及び対応 （９）交通管理 （７）施工管理計画 （８）緊急時の体制及び対応 （９）交通管理

（10）環境対策 （11）現場作業環境の整備 （10）環境対策 （11）現場作業環境の整備

（12）再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理方法 （13）その他 （12）再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理方法

※ は記載の省略が可能な項目である。 （13）法定休日・所定休日（週休２日の導入） （14）その他 週休２日制本格導入に伴う記載例の追加

※省略項目のうち…（以下し、省略） ※ は記載の省略が可能な項目である。

※省略項目のうち…（以下し、省略）

9-7～8 9-2-3　作成要領 本文中、 本文中、
1 実施工程表（計画） 省略 1 実施工程表（計画） 省略

2 現場組織表 2 現場組織表

① 省略 ① 省略

② 請負代金額に関わらず、下請負契約を締結した場合には、施工 ② 現場代理人及び監督員のメールアドレスを記載する。 メールアドレスの記載について追加

　 体系図を作成監督員に提出する必要がある（仕P1-9）のため、 ③ 請負代金額に関わらず、下請負契約を締結した場合には、施工

　 施工計画書及び施工体制台帳に添付のこと。 　 体系図を作成監督員に提出する必要がある（仕P1-9）のため、

③ 工事を施工するために下請負契約を契約する場合は、施工体制 　 施工計画書及び施工体制台帳に添付のこと。

　 台帳を提出する必要がある。 ④ 工事を施工するために下請負契約を契約する場合は、施工体制

　 台帳を提出する必要がある。

3 安全管理 3 安全管理

① 省略 ① 省略

② 作業員の休憩方法（午前・午後の休憩時間）についても記載す ② 作業員の休憩方法（午前・午後の休憩時間）についても記載す

　 る。 　 る。

③ 省略 ③ 省略

④ 安全管理組織表作成時は、愛知県建設局の「施工体制の適正化 ④ 安全管理組織表作成時は、愛知県建設局の「施工体制の適正化

　 に向けての現場点検の手引き（案）」を参考とし、各衛生管理 　 に向けての現場点検の手引き（案）」を参考とし、各衛生管理

 　者を設置する。現場作業員が常時１０人以上いない場合は選任  　者等を設置する。現場作業員が常時１０人以上いない場合は選

　 の必要はないが、安全衛生に関する措置について作業員の多少 　 任の必要はないが、安全衛生に関する措置について作業員の多

　 は関係なく、常時１０～４９ 人の場合の体制に準ずることが 　 少は関係なく、常時１０～４９ 人の場合の体制に準ずることが

　 望ましい。 　 望ましい。

4～5　省略 4～5　省略

6 施工方法 6 施工方法

① 主要工種について、工事の安全を考慮して施工順序等を記述す ① 主要工種について、工事の安全を考慮して主要な工種ごとの施 愛知県工事土木必携の記載に合わせる

　 る。ただし、一般的な施工方法（水道管工事標準仕様書に記載工 　 工フロー、施工順序等を記述する。ただし、一般的な施工方法

 　法）は、省略することができる。  　（水道管工事標準仕様書に記載工法）は、省略することができ

 　る。

②～③ 省略 ②～③ 省略

④ 新設 ④ 監督員の行う段階確認について、確認時期、項目などについて 段階確認等について注意点を追加

　 記載する。遠隔臨場も同じ。

7 施工管理計画 7 施工管理計画

（１）出来形管理 （１）出来形管理

（２）工程管理　省略 （２）工程管理　省略 愛知県工事土木必携の記載に合わせる

　 施工管理基準（第５節参照）に基づき当該工事に必要な測定項 　 施工管理基準（第５節参照）に基づき当該工事に必要な測定項

　 目、試験項目を記載する。 　 目、試験項目を記載する。主要なものは試験方法、管理方法、

（３）品質管理  　試験場所等も記載する。

　 施工管理基準（第９節参照）に基づき当該工事に必要な測定項 （３）品質管理

　 目、試験項目を記載する。 　 施工管理基準（第９節参照）に基づき当該工事に必要な測定項

（４）写真管理 　 目、試験項目を記載する。主要なものは試験方法、管理方法、

　 写真管理の方法を記載する（第３節参照）。  　試験場所等も記載する。

（４）写真管理

　 写真管理に基づき撮影計画の方法を記載する（第３節参照）。

第９章　工事関係書類（出来形管理基準含む）
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小項目を追加表示 検索を容易にするため目次

令和６年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表

頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

9-9 9-2-3　作成要領 本文中、 本文中、

8～11　省略 8～11　省略

12 再生資源の利用の促進 12 再生資源の利用の促進

①～②　省略 ①～②　省略

③ 工事ごとに処理し、完成後に保管・野積みが絶対にないようにす ③ 工事ごとに処理し、完成後に保管・野積みが絶対にないようにす 資源有効利用促進法の省令改正通知

 　ること。また完成検査時には、再生資源利用実施書・再生資源利  　ること。また完成検査時には、再生資源利用実施書・再生資源利 に伴う追加

　 用促進実施書[ＣＯＢＲＩＳ様式］を提出すること。 　 用促進実施書[ＣＯＢＲＩＳ様式、建設発生土を一定量以上搬出

　 入する場合の確認票などを提出すること。

13 その他 13  法定休日・所定休日（週休２日の導入） 週休２日制本格導入に伴う明記

省略 「豊田市上下水道局週休２日制工事実施要領」に基づく週休２日

（休工）の取得計画を記載する。

14 その他

省略

添付資料） 添付資料）
・再生資源利用計画書 ・再生資源利用計画書

・再生資源利用促進計画書［COBRIS様式］（位置図、運搬経路図） ・再生資源利用促進計画書［COBRIS様式］（位置図、運搬経路図）

・新設 ・再生資源利用促進計画の作成に伴う結果確認票（様式４） 資源有効利用促進法の省令改正通知

・残土捨場承諾書（写）（残土処理地の許可書の写し及び位置図、 　※建設発生土等の実施要領に基づき、必要となる場合 に伴う追加

　運搬経路図） ・残土捨場承諾書（写）（残土処理地の許可書の写し及び位置図、

（以降、省略） 　運搬経路図）

（以降、省略）

9-10 9-2-4　施工計画書作成例 本文中、 本文中、

1 施工計画の作成例を次に示すが、現場に即した内容に適宜変更する 1 施工計画の作成例を次に示すが、現場に即した内容に適宜変更する

こと。 こと。

週休２日制本格導入に伴う明記

第９章　工事関係書類（出来形管理基準含む）
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小項目を追加表示 検索を容易にするため目次

令和６年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表

頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

9-19～9-29 9-2-4　施工計画書作成例 作成例中、 作成例中、

（1）～（6）（イ）（ａ）　省略 （1）～（6）（イ）（ａ）　省略

（6）施工方法（イ）具体的な施工方法（ｂ）〇〇工  （イ）具体的な施工方法（ｂ）〇〇工
　（管布設工、水管橋架設工、減圧弁設置工など設計図書に記載された 　（管布設工、水管橋架設工、減圧弁設置工など設計図書に記載された

　工種） 　工種）

主要工種の施工手順等を記載する。 主要工種の作業フロー、施工手順等を記載する。

一般的な施工方法（水道管工事標準仕様書に記載された工法（第３ 一般的な施工方法（水道管工事標準仕様書に記載された工法（第３

章管布設工及び第４章弁栓類、他）は省略することができる。省略 章管布設工及び第４章弁栓類、他）は省略することができる。省略

可能か判断がつかない場合は、監督員に確認する。工種が追加とな 可能か判断がつかない場合は、監督員に確認する。工種が追加とな
った場合は、変更施工計画書により提出する。 った場合は、変更施工計画書により提出する。

　（ｃ）　舗装本復旧工　省略 　（ｃ）　舗装本復旧工　省略
（ウ）監督員による段階確認等  （ウ）監督員による段階確認等　※報告書添付で代用可

省略 省略

（7）～（11）　省略 （7）～（11）　省略

（12）再生資源の利用促進 （12）再生資源の利用促進
　記載する 　記載するべき項目を以下に記入するので、例より項目を選択し、

　記載するべき項目を以下に記入するので、例より項目を選択し、 実態に即した実施する内容を記載すること。

実態に即した実施する内容を記載すること。 （記載する項目の例）

（記載する項目の例） ① 再生資源の利用に関する法律に基づく、建設副産物に係る利用

① 再生資源の利用に関する法律に基づく、建設副産物に係る利用 促進及び処理計画に関する事項を記述する。

促進及び処理計画に関する事項を記述する。 ② 仮設ＰＥＰの再利用・レンタル管の使用・再生アスファルト混

② 仮設ＰＥＰの再利用・レンタル管の使用・再生アスファルト混 合物・再生砕石の使用に関する事項

合物・再生砕石を使用する。 ③ 撤去材の再利用に関する事項

③ 撤去材は中間処理場で再利用を図る。 ④ 撤去管の処理方法に関する事項（鋳鉄管、塩ビ管、鋼管、石綿

④ 撤去管の処理方法を明記する。（鋳鉄管、塩ビ管、鋼管、石綿 管等）

管等） ⑤ 建設廃棄物の適正処理に関する事項 資源有効利用促進法の省令改正通知

⑤ その場所を借地する場合は地主の承諾書を添付する。  ⑤ その場所を借地する場合は地主の承諾書を添付する。 に伴う追加

⑥ 残土、ＡＳ砕、ＣＯ砕だけでなく、撤去管も、再生資源利用計  ⑥ 残土、ＡＳ砕、ＣＯ砕だけでなく、撤去管も、再生資源利用計

画書・再生資源利用促進計画書に記載する。 画書・再生資源利用促進計画書に記載する。

⑦ 搬出する産業廃棄物は産業廃棄物管理票（マニフェスト）によ  ⑦ 搬出する産業廃棄物は産業廃棄物管理票（マニフェスト）によ

り、適正に処理されていることを確認するため、マニフェスト り、適正に処理されていることを確認するため、マニフェスト

管理台帳を作成し管理する。 管理台帳を作成し管理する。

⑧ 建設発生土については、搬出伝票等により管理し、完了時に集  ⑧ 建設発生土については、搬出伝票等により管理し、完了時に集

計表を提出する。 計表を提出する。

（13）法定休日・所定休日（週休２日の導入） 週休２日制本格導入に伴う明記
省略 　「豊田市上下水道局週休２日制工事実施要領」に基づき、本工事

　は週休２日制工事とし、以下の休工取得計画により工事を実施し

　ます。

週休２日取得計画表

第９章　工事関係書類（出来形管理基準含む）
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小項目を追加表示 検索を容易にするため目次

令和６年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表

頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

9-30 9-2-4　施工計画書作成例 作成例中、 作成例中、

（13）　その他 （14）　その他

省略 省略

＜添付書類＞ ＜添付書類＞
再生資源利用計画書・再生資源利用促進計画書[ＣＯＢＲＩＳ様式] 再生資源利用計画書・再生資源利用促進計画書[ＣＯＢＲＩＳ様式] 

残土捨場承諾書（写）（残土処理地の許可書の写し及び位置図、運 再生資源利用促進計画作成に伴う結果確認票（様式４）※必要な場合 資源有効利用促進法の省令改正通知

搬経路図）、土地使用承諾書（写）、廃棄物処理委託契約書（写）、 残土捨場承諾書（写）（残土処理地の許可書の写し及び位置図、運 に伴う追加

（以降、省略） 搬経路図）、土地使用承諾書（写）、廃棄物処理委託契約書（写）、

（以降、省略）

9-31 第３節　工事下請届及び施工体制 文章中、 文章中、

台帳・施工体系図 　工事下請負届及び施工体制台帳は、現場の施工体制を確認するための 　工事下請負届及び施工体制台帳・施工体系図は、現場の施工体制を確 工事下請負届廃止に伴うもの

9-3-1　一般事項 根拠となるものであるので、正確に作成しなければならない。 認するための根拠となるものであるので、正確に作成しなければならな

　作成にあたっては、建設業法及び本仕様書の内容に基づき行い、施工 い。

体系図をはじめとして関連する書類同士で不整合とならないように注意 　作成にあたっては、建設業法及び本仕様書の内容に基づき行い、施工

する。 体系図をはじめとして関連する書類同士で不整合とならないように注意

する。

　原則として電子データで作成・提出する。作成に当たってはASPの作 愛知県仕様書に準拠

成支援機能を利用して作成したものを添付して電子提出することも認め

る。

　なお、施工体制台帳・施工体系図は追加・変更の都度、作成・提出す

るが、施工体系図の追加・変更による施工計画書の変更は必要ない。

9-31 9-3-2　記載項目 文章中、 文章中、

1 　工事下請負届　※令和５年４月１日以降契約の工事からは提出不要 1 　工事下請負届　 ※令和５年４月１日以降契約の工事からは提出不要 Ｒ5.4.1より、下請届を廃止したため

工事下請負届には、下請けに付す建設工事について一次下請者のみ 工事下請負届には、下請けに付す建設工事について一次下請者のみ

を記載する。 を記載する。

　また、交通誘導警備業務及び各種試験業務等（積上げ積算計上分の 　また、交通誘導警備業務及び各種試験業務等（積上げ積算計上分の

み）の一次下請負者についても記載する。 み）の一次下請負者についても記載する。

　一次下請負者について名称、主任技術者名、住所、建設業の許可番 　一次下請負者について名称、主任技術者名、住所、建設業の許可番

号、同許可年月日、同許可の業種、下請契約の見込み金額を記載す 号、同許可年月日、同許可の業種、下請契約の見込み金額を記載す

る。 る。

　下請負に付す内容が、建設工事の場合は建設工事の欄に○印を記載 　下請負に付す内容が、建設工事の場合は建設工事の欄に ○印を記載

する。 する。

　なお、舗装切断、区画線等のわずかな工種であっても記載する。 　なお、舗装切断、区画線等のわずかな工種であっても記載する。

　注）丸投げの全面禁止について（一括下請負の禁止） 　注）丸投げの全面禁止について（一括下請負の禁止）

　建設業法第２２条を遵守し、一括下請負に該当しないこと。 　建設業法第２２条を遵守し、一括下請負に該当しないこと。

2 施工体制台帳 1 施工体制台帳

施工体制台帳には、元請負人及び下請負人に関する以下の内容を記 施工体制台帳には、元請負人及び下請負人に関する以下の内容を記

載する。 載する。

（1）元請人に関する事項 （1）元請人に関する事項

①　名称及び事業所名 ①　名称及び事業所名

②　建設業の許可業種、番号、許可年月日 ②　建設業の許可業種、番号、許可年月日

　　（保有しているすべての建設業許可について記載する） 　　（保有しているすべての建設業許可について記載する）

③　工事名称及び工事内容、発注者の名称及び住所、工期、契約日 ③　工事名称及び工事内容、発注者の名称及び住所、工期、契約日

④　契約営業所の名称及び住所 ④　契約営業所の名称及び住所

⑤　健康保険等の加入状況（健康保険、厚生年金保険、雇用保険） ⑤　健康保険等の加入状況（健康保険、厚生年金保険、雇用保険）

⑥　発注者の監督員氏名及び権限、意見申出方法 ⑥　発注者の監督員氏名及び権限、意見申出方法

⑦　現場代理人氏名及び権限、意見申出方法 ⑦　現場代理人氏名及び権限、意見申出方法

⑧　主任技術者（監理技術者）専門技術者の氏名及び資格内容 ⑧　主任技術者（監理技術者）専門技術者の氏名及び資格内容

⑨　専門技術者の氏名及び資格内容、担当工事内容 ⑨　専門技術者の氏名及び資格内容、担当工事内容（配置した場合）

第９章　工事関係書類（出来形管理基準含む）
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小項目を追加表示 検索を容易にするため目次

令和６年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表

頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

9-31～9-32 9-3-2　記載項目 本文中、 前頁続き 本文中、 前頁続き

⑩  　一号特定外国人の従事及び外国人建設就労者、外国人技能実習生 ⑩　建設工事に従事する者に関する事項（作業員名簿に当たる部分） 適正な下請契約実施確認のため

の有無 　ア　氏名、生年月日、年齢

　イ　職種

　ウ　健康保険加入等の状況

　エ　中小企業退職金共済法被共済者であるか否かの別

　オ　安全衛生に関する教育の内容

　カ　建設工事に係る知識、技術、技能に関する資格（任意事項）

⑪  　一号特定外国人の従事及び外国人建設就労者、外国人技能実習生
（2）下請負人に関する事項 （2）下請負人に関する事項

①～⑤　省略 ①～⑤　省略

⑥　主任技術者の氏名及び資格内容 ⑥　主任技術者の氏名及び資格内容、選任であるか否かの別

⑦　安全衛生責任者、安全衛生推進者、雇用管理責任者の氏名 ⑦　安全衛生責任者、安全衛生推進者、雇用管理責任者の氏名

⑧　専門技術者の氏名及び資格内容、担当工事内容 ⑧　専門技術者の氏名及び資格内容、担当工事内容（配置した場合）
⑨　一号特定外国人の従事及び外国人建設就労者、外国人技能実習生 ⑨　建設工事に従事する者に関する事項（作業員名簿に当たる部分）

　　の有無 　　元請負人の⑩のア～カに同じ
⑩　一号特定外国人の従事及び外国人建設就労者、外国人技能実習生

　　の有無

2 施工体系図 適正な下請契約実施確認のため

　施工体系図には、元請負人の安全管理の組織及び全ての下請負人

（建設工事のみ）の名称、工事内容、建設業許可、主任技術者氏名、

契約期間などを記載する。

9-32 9-3-3　添付書類及び提出書類、現 本文中、 本文中、

場への掲示等 1 工事下請負届　※令和５年４月１日以降契約の工事からは提出不要 1 工事下請負届　 ※令和５年４月１日以降契約の工事からは提出不要 Ｒ5.4.1より、下請届を廃止したため

　工事下請負届には、別紙下請負一覧のみを添付し、建設業の許可証 　工事下請負届には、別紙下請負一覧のみを添付し、建設業の許可証

の写し、各種資格者証の写しの添付は不要とする。 の写し、各種資格者証の写しの添付は不要とする。

2 施工体制台帳 1 施工体制台帳

　施工体制台帳には、以下の書類を添付し、現場に備え付ける必要が 　施工体制台帳には、以下の書類を添付し、現場に備え付ける必要が

あるが、監督員に提出する際は、添付書類（施工体系図、作業員名簿 あるが、監督員に提出する際は、添付書類（施工体系図、作業員名簿

は除く）は不要とする。 は除く）は不要とする。

　ただし、監督員及び検査員から添付書類の提示を求められた場合に 　ただし、監督員及び検査員から添付書類の提示を求められた場合に

は、速やかに応じなければならない。 は、速やかに応じなければならない。

①　発注者との請負契約（当初・変更）の写し ①　発注者との請負契約（当初・変更）の写し

②　下請負人との請負契約（当初・変更）の写し ②　下請負人との請負契約（当初・変更）の写し（注文書、請書、見

③～⑧　省略 　　積書１式）

③～⑧　省略

⑨　再下請通知書　※提出必須 施工体制の法律に沿った適正整備の確認のため

2 施工体系図

施工体系図は、工事関係者の見やすい場所及び公衆の見やすい場所に

も掲示する。
ただし、１か所で２つの目的が達成できれば、１か所の掲示でもよ

い。

第９章　工事関係書類（出来形管理基準含む）
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小項目を追加表示 検索を容易にするため目次

令和６年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表

頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

9-32～9-33 9-3-4　監督員への提出時期 本文中、 本文中、

1 工事下請負届　※令和５年４月１日以降契約の工事からは提出不要 1 工事下請負届　 ※令和５年４月１日以降契約の工事からは提出不要 Ｒ5.4.1より、下請届を廃止したため

下請負することが決まってから、現場で着手する前までに提出する。 下請負することが決まってから、現場で着手する前までに提出する。

また、下請負の追加及び内容、契約金額の変更があった場合は、追加 また、下請負の追加及び内容、契約金額の変更があった場合は、追加

及び変更の内容を朱書きで記載し、下請負届により速やかに監督員に 及び変更の内容を朱書きで記載し、下請負届により速やかに監督員に

その内容を提出する。 その内容を提出する。

2 施工体制台帳 1 施工体制台帳
下請負契約を締結してから、現場で着手する前までに提出する。 下請負契約を締結してから、現場で着手する前までに提出する。

新規工種の追加などにより、新たに下請負契約を締結した場合は、 新規工種の追加などにより、新たに下請負契約を締結した場合は、

速やかに施工体制台帳の追加を提出する。 速やかに施工体制台帳の追加を提出する。

また、工期延長などにより下請負契約期間に変更が生じた場合、建 また、工期延長などにより下請負契約期間に変更が生じた場合、建

設業許可の更新等により記載事項に変更が生じた場合も速やかに提 設業許可の更新等により記載事項に変更が生じた場合も速やかに提

出する。 出する。

2 施工体系図 施工体制の法律に沿った適正整備の確認のため

施工体制台帳に同じ

9-35～36 9-3-4　工事写真管理 図中、 土留工まで省略 図中、 土留工まで省略

1 出来形計測写真は、スタッフ、または巾広テープ等メモリの大きく 1 出来形計測写真は、スタッフ、または巾広テープ等メモリの大きく

鮮明な用具を用いるとともに、測定値を差し具、またはポール等で 鮮明な用具を用いるとともに、測定値を差し具、またはポール等で

示し、数値が明確に判読できるよう撮影する。 示し、数値が明確に判読できるよう撮影する。

土留工まで省略 土留工まで省略

土工撮影範囲の注意点を追加

布設工撮影の注意点を追加

第９章　工事関係書類（出来形管理基準含む）
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小項目を追加表示 検索を容易にするため目次

令和６年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表

頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

9-38～9-41 9-3-4　工事写真管理 図中、 給水土工まで省略 本文中、 給水土工まで省略

給水切替工延長計測の注意点を追加

仮復旧展開図等の提出を不要としたため

写真撮影項目　その他まで省略 写真撮影項目　その他まで省略

2 電子納品における写真分類ツリーについて、施工状況及び出来形管理 2 電子納品における写真分類ツリーについて、施工状況及び出来形管理

等が確認しやすいように作成すること。 等が確認しやすいように作成すること。

仮復旧展開図等の提出を不要としたため

第９章　工事関係書類（出来形管理基準含む）
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小項目を追加表示 検索を容易にするため目次

令和６年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表

頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

9-38 第５節　工程管理 本文中、 本文中、

9-5-2　作成要領 1 省略 1 省略

2 前月までの履行状況を、毎月５日までに、実施工程表(実績)により 2 前月までの履行状況を、毎月５日までに、実施工程表(実績)により

監督員に提出しなければならない。なお、提出は工事完成月の前月 監督員に提出しなければならない。なお、提出は工事着手の月分の 報告開始月について明記

末分までとし、1-1-52現場責任者については、履行報告の適用除 報告から工事完成月の前月末分までとし、1-1-52現場責任者につい

外とする。（第１章1-1-29） ては、履行報告の適用除外とする。（第１章1-1-29）

3 省略 3 省略

9-50 9-6-4　出来形管理基準 図中、 図中、

測定場所の注意点追加

第９章　工事関係書類（出来形管理基準含む）

17



小項目を追加表示 検索を容易にするため目次

令和６年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表

頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

10-1 現場代理人・主任（監理）

技術者届
総務課確認欄にチェック欄を追加

10-3 現場代理人・主任（監理）

技術者変更届
総務課確認欄にチェック欄を追加

第１０章　様式、資料
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小項目を追加表示 検索を容易にするため目次

令和６年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表

頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

10-11 契約金額内訳書

ホームページからダウンロード可能を記載

10-18.19 工事下請負届
Ｒ5.4.1より、下請届を廃止したため

第１０章　様式、資料
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小項目を追加表示 検索を容易にするため目次

令和６年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表

頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

10-58.59 建退共掛金収納書類提出用台紙

掛金収納書（電子申請方式）
※独立行政法人勤労者退職金共済機構建設業

（同本部のホームページから様式のダウンロー

ドが可能）

新設

10-60 建退共の共済証紙について

（報告） 建設業退職金共済制度の適正利用のため

第１０章　様式、資料
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小項目を追加表示 検索を容易にするため目次

令和６年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表

頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

10-61.62.63 建設業退職金共済制度加入労働者

数報告書
建設業退職金共済証紙貼付状況報

告書 ※独立行政法人勤労者退職金共済機構建設業

共済証紙受払簿 （同本部のホームページから様式のダウンロー

ドが可能）

新設

10-64.65 建設業退職金共済制度掛金充当

実績総括表
工事別共済証紙受払簿

※独立行政法人勤労者退職金共済機構建設業

（同本部のホームページから様式のダウンロー

ドが可能）

新設

第１０章　様式、資料
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小項目を追加表示 検索を容易にするため目次

令和６年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表

頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

10-66.67 廃棄物処理委託先チェック

シート（収集運搬）（処分）
様式改正のため

※運搬収集と処分の様式あり

10-105 水道管継手管理表

ポリエチレン管ワンタッチ

継手部 様式の更新

※標線の色について注意

第１０章　様式、資料
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